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【要旨】 

現在，道路橋の技術基準に関しては，要求性能の検証方法として部分係数設計法の導入検討が進められている．

本研究では，鋼道路橋上部構造を対象に，抵抗側の部分係数の設定方法の検討を行うとともに，構造合理化の観

点から座屈強度関連の照査式や厚板・多列を前提とした高力ボルト摩擦接合継手の設計法について検討を行うも

のである． 

平成 24 年度には，部分係数設計法の導入に向けて，現行設計法との整合性の確保を基本方針として，鋼部材と

しての限界状態，要求性能及び抵抗側の部分係数の設定方法に関する検討を行った．  

 

キーワード：構造合理化，部分係数設計法，抵抗係数，高力ボルト摩擦接合，すべり耐力，座屈強度 
 

1．はじめに 

土木・建築分野の各種構造物の設計に係わる技術

基準については，「土木・建築にかかる設計の基本」

（国土交通省，2002 年）1)の考え方に沿って，検討・

改訂を進めていくこととされており，この中で要求

性能を満たすことの検証方法として信頼性設計の考

え方を基礎とする限界状態設計法の導入が求められ

ている．現在，道路橋に関する技術基準である道路

橋示方書 2)（以下，道示）については，技術基準の

国際的整合への対応を図るとともに，品質を確保し

つつより合理的かつ効率的な道路橋整備を可能とす

るため，要求性能の明確化，充実化及びみなし仕様

の充実化に向けた次期改訂のための調査検討が行わ

れており，要求性能の検証方法として部分係数設計

法の導入検討が進められている． 

過年度に実施した重点プロジェクト研究（平成

17-20 年度）では，道路橋設計への部分係数設計法の

導入に向けた検討を行い 3)，鋼桁橋を対象に部分係

数の設定の考え方，具体的数値及び部分係数書式に

基づく基準試案を提示している．今後は，荷重係数

の検討を踏まえた上で，鋼桁以外の形式も含めた抵

抗係数の設定に向けた検討を行う必要がある．併せ

て，個別部材の強度照査規定に関しては，コスト縮

減に向けた構造合理化を踏まえ，規定の充実を図っ

ていく必要がある． 

本研究では，鋼道路橋上部構造を対象に，抵抗側

の部分係数の設定方法の検討を行うとともに，構造

合理化の観点から座屈強度関連の照査式や厚板・多

列を前提とした高力ボルト摩擦接合継手の設計法に

ついて検討を行うものである． 

平成 21～23 年度には，主として高力ボルト摩擦接

合継手のすべり耐力試験を行い，塗膜厚等の接合面

の塗装条件がすべり係数に与える影響について検討

した．また，鋼アーチ橋や鋼トラス橋の圧縮部材と

して使用頻度の高い溶接箱断面部材の座屈強度を対

象として，実構造断面諸元の整理，強度の支配因子

である残留応力データの収集，弾塑性 FEM，既往の

実験データの比較分析等を行い，設計に用いる基準

耐荷力曲線について検討し，以下の成果を得た． 

・圧縮力を受ける箱断面柱の基準耐荷力曲線（案） 

・厚板多列高力ボルト継手の設計法（改定案） 

これらの検討成果は，平成 24 年 2 月に改定された

道路橋示方書に反映されたところである． 

平成 24 年度は，部分係数設計法の導入に向けて，

現行設計法との整合性の確保を基本方針として，鋼

部材としての限界状態，要求性能及び抵抗側の部分

係数の設定方法に関する検討を行った． 

 

2．研究内容 

これまで現行基準で設計された鋼道路橋の信頼性

レベルや鋼部材の抵抗側部分係数（以下，抵抗係数）

に関して，過去には文献 4)～6)等，最近では文献 7)

等多くの調査研究が行われてきている．ただし，こ

れらの信頼性を考慮した設計法の実務への適用に関

しては，長年の実績のある現行の許容応力度設計法

との整合性の確保を含め照査書式や部分係数の設定
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表-4.1 耐荷性能に関する鋼橋の部材等の限界状態

使用限界状態 部材等の応答が可逆性を有し，かつ，有害な変位，変形又は振動が生じないとみなせる限界の状態 

修復限界状態 部材等の損傷の程度を限定的とし，修復が容易に行いうる範囲に留まるとみなせる限界の状態 

終局限界状態 部材等の強度に低下が生じないとみなせる限界の状態 

限界状態 

設計で 

考慮する状況 

使用限界状態 修復限界状態 終局限界状態 

永続支配 
・変形・振動 

(渦励振風速，変位制限値)
― 

・変形・振動 

(発散振動風速) 

変動支配 

・強度 

(降伏強度，すべり強度) 

・変形・振動 

(変位制限値) 

― 

・強度 

(引張強度，座屈による最大強度)

・変形・振動 

(変位制限値) 

偶発支配 ― 
・強度(最大強度) 

・変形(各限界状態に応じた変位) 

表-4.2 耐荷性能に関する部材等の照査項目の例 

方法等検討すべき課題も多く，現行設計基準が有す

る信頼性を評価し，抵抗係数を具体的に提示すると

いう，実用化に重点をおいた系統立てた検討が必ず

しも行われてきているわけではない． 

土木研究所では過年度までに鋼道路橋の大半を占

める鋼桁橋を対象として，現行設計法の信頼性評価

や，抵抗係数の設定に関する検討を行ってきた 3)．

平成 24 年度の検討ではこれらの検討結果を元に，照

査書式について現行設計との整合性の観点から検討

を行った．具体的には，鋼橋上部構造に要求される

性能を満足することを検証するために必要な限界状

態及び工学的な評価指標の設定を行い，それぞれの

限界状態に対する抵抗係数の設定方法を検討した． 

 

3．道示の各種強度規定における安全率 

鋼橋上部構造の設計では，荷重に対する安全性等

の照査に関して，荷重組合せによる作用応力度と安

全率を考慮して設定された許容応力度を比較するこ

とにより照査する方法（許容応力度設計法）が用い

られている．安全率については，材料または部材の

限界状態とする強度に応じて 1.7～4.0 に示す値が確

保されるように規定されている．安全率の値は，設 

定当時の技術水準や経験等の時代背景を踏まえて設

定されてきており，強度規定間の整合性が必ずしも 

図られていない部分も見受けられる． 

各種許容応力度規定の基本となる強度（以下，基

準耐荷力）については，改訂当時の知見に照らして

概ね以下の考え方を基本に設定されているものと考

えられる． 

① 耐荷力に影響する構造パラメータを考慮すると

ともに，初期不整等の設計・施工の条件を踏ま

えた上での，実験結果もしくは解析結果で得ら

れた耐荷力の下限値を基本に設定 

② 座屈のように耐荷力を超える荷重や変形を受け 

た時に，最大荷重以降，耐荷力が急激に低下す

る場合（座屈パラメータが大きく，ねばりのな

い構造となる場合）に対しては，耐荷力の下限

値よりも，さらに安全余裕をもたせた基準耐荷

力曲線を設定 

上記に該当する例として，②では自由突出板の圧

縮強度が挙げられ，今後，必要な安全余裕を確保し

た上で，適切な基準耐荷力曲線の設定を行う必要が

あると考えられる． 

また，降伏や座屈に対する安全率は概ね 1.7 程度

に設定されているが，その経緯は以下の通りである
8)．「日本国内で明確に許容応力度の字句が出てくる

のは，関場茂樹の著書（標準橋梁仕様書）と思われ

るが，この中で破壊強度に対し安全率 3 を与えてい

る．このことは，降伏点を破壊の 2/3 としたうえで，

降伏点に 2 の安全率を考えたものと想定されるとさ

れている．その後，昭和 35 年（1956 年）の道路橋

示方書改訂の際，JIS 改訂に伴い，同クラスの鋼種

（SS41）に，降伏強度の下限が 23kgf/cm2 と新規格

が設けられたことにより，鋼材の安全率は降伏点に

対し，約 1.7 となった．」としている． 

このような経緯を踏襲して，現行における引張部

材の設計限界値は，降伏強度から安全率 1.7程度を，

引張強度から安全率 2.2 程度を確保するように定め

られている．また圧縮部材（座屈の生じる場合）の

設計限界値は，座屈強度に対し安全率 1.7 程度を確

保するように定められている． 

 

4．部材等の限界状態の整理と照査 

鋼橋上部構造を構成する部材等の限界状態に関し

ては，橋の重要度，橋全体の性能や各種作用に対し

て考慮する限界状態に応じて，床版，床組，桁など



構造合理化に対応した鋼橋の設計法に関する研究 
 

 - 3 -

の部材等ごとに具体的に設定することも考えられる

が，橋全体系の性能を満足する部材等の組合せは複

数想定され，各組合せ全てを網羅して橋の限界状態

を設定するのは困難であると考えられる．このため，

部材等の限界状態を設定し，これを適切に組み合わ

せて，橋全体系の性能を代表させることとした．な

お，部材等の限界状態は，材料・構造によらない普

遍的な表現として，供用性，修復性，安全性の観点

から，表-4.1 に示すとおり耐荷性能に対して，3 段階

の限界状態を設定した．これに対して，鋼橋におけ

る部材等の限界状態の工学的な指標の例示として，

耐荷性能における限界状態に用いる工学的指標の例

を表-4.2 に示す． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，図-4.1 に耐荷性能における部材等の限界状

態を例示する．引張部材の場合には，降伏強度が使

用限界状態に，引張強度が終局限界状態に対応する．

圧縮部材の場合にも，同様に使用・終局限界状態に

対応する点を概念的には図中に示すことはできるが，

使用限界状態を工学的指標により設定するための十

分な知見が必ずしも得られているわけではない．こ

のため，圧縮部材に対しては，終局限界状態に対応

する最大強度のみを設定して圧縮部材の限界状態を

代表させることになる．また，曲げを受ける鋼桁の

場合には，最大強度は，桁を構成する板部材や桁断

面もしくは桁全体の降伏や座屈強度により表される

ことになる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-4.1 耐荷性能における部材等の限界状態の例 

(a) 引張部材 (b) 圧縮部材 
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Mu＝min{Mcrw，Mcrf，Mcrl，Mty}

最大強度：Mu

(終局限界状態)

線形限界点

※最大耐力の上限としては

Myとしている。

(c) 曲げ部材(鋼桁のみの状態) 

曲
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Mu＝min{Mcu，Mcrw，Mtyu，Mtyl，Mtu}
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最大強度：Mu

(終局限界状態)

※最大耐力の上限としては

Myとしている。

変位

(d) 曲げ部材(床版と一体化した状態) 

ねじれ座屈:    

下フランジの降伏:    

曲げ座屈:    
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Mty u
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変位

引張力

Py

Pt

降伏強度
(使用限界状態)

引張強度
(終局限界状態)

変位

圧縮力
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最大強度
(終局限界状態)
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なお，終局限界状態を設定することの意味は，使

用限界状態を超えて塑性化に至るような状態を許容

する設計を指向することを意図しているものではな

い．部材として想定される限界状態に対して，適切

な安全余裕（抵抗係数）を考慮することにより，塑

性化させない状態にとどめることを求めるものであ

る． 

また，橋の構造条件と構成される部材の組合せに

よっては，必ずしも起こりえることが想定されにく

い部材の限界状態も考えられる．しかしながら，部

材という単位が，橋全体系の中で，どのような作用

に対して，どのような位置付けで使用されるかを基

準の中で特定することは難しい．また，性能規定化

によって，新技術の採用を検討する機会が増加する

中で，どのような材料・強度特性を有する部材等が

適用されるか想定することも難しい．以上のような

ことを踏まえると，部材レベルにおいては，図-4.1

に例示するように，可能性のある限界状態を要素，

部材，構造，橋全体の各レベルにおいて適切に設定

しておくことが必要と考えられる． 

部分係数設計法書式における設計限界値は，部材

強度の特性値に抵抗係数を乗じた値として求められ

る．図-4.2 に，引張部材及び圧縮部材（座屈の生じ

る場合）の設計限界値の例を示す．引張部材におい

ては，使用限界状態に対して一定の安全余裕を確保

するとともに，最大耐力である終局限界状態に対し

ては，十分な安全余裕を確保する観点での照査もあ

わせて行うこととしている．使用限界状態に対して

は，降伏強度 Pyに抵抗係数φRyを乗じた点，終局限

界状態に対しては，引張強度 Pt に抵抗係数φRt を乗

じた点が設計限界値となる．終局限界状態である引

張強度に対する照査については，現行道示では陽な

形で示されておらず，降伏比の大きい高張力鋼

（SM570 材）の場合に対しては，降伏強度に対する

安全率が若干高めとなるように設定されている．部

分係数設計法で，現行道示の考え方を踏襲するため

には，引張強度に対する抵抗係数を設定し強度照査

を行うか，もしくは降伏強度に対する抵抗係数に対

して，降伏比に応じた補正係数を別途設定する方法

が考えられる．圧縮部材においては，前述の理由に

より，現時点では使用限界状態及び終局限界状態の

両者に対する照査ではなく，最大強度である終局限

界状態に対してのみ，十分な安全余裕が確保できて

いるかを照査することとしている．よって設計限界

値は，終局限界状態である座屈強度 Pcrに抵抗係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

φRcrを乗じた点となる． 

部材強度の特性値については，現行の設計基準と

の整合性を踏まえて設定するものとした．許容応力

度の設定にあたっては，これまで材料強度として JIS

規格値や，部材強度として試験データを踏まえた下

限値相当の基準耐荷力等が用いられてきた．このた

め，ここでは，試験データのばらつきを考慮したう

えで，試験値がそれを下回る確率がある一定の値以

下となることが保証された強度の値，またはそれと

同等程度の値により設定することを基本としている．

具体的には，これまでの許容応力度の設定における

基準強度との整合を踏まえ，下限値相当(2.3%フラク

タイル値(平均値-2×標準偏差))の値を特性値とする

ことを標準とした． 

 

 

(a) 引張部材 

(b) 圧縮部材 

図-4.2 各限界状態に対する設計限界値 
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5．抵抗係数の設定方法に関する検討 

5．1 抵抗係数に含まれる安全余裕の内訳 

 抵抗係数φRは，鋼材料や鋼部材の強度特性等に関

する統計データを基に，信頼性設計の考え方も踏ま

えつつ設定した．具体的には，荷重係数と抵抗係数

の組合せにより得られる安全余裕が，現行設計と大

きく乖離しないように，現行基準の信頼性指標 βを

評価し，抵抗係数を調整，設定した．設計限界値は

次式で与えられる． 

Rd＝φR・Rk ……………………………（式 5.1） 

ここに，Rd：設計限界値，φR：抵抗係数，Rk：部

材等の抵抗強度の特性値(強度の下限値を基本に設

定)  

抵抗係数については，次式及び表-5.1 のとおり，

その内訳の分類・整理を行い，係数設定の考え方の

提案を行った． 

φR＝φM・φn・ψ ……………………（式 5.2） 

ここに，φM：抵抗強度に対する係数，φn：部材

等の重要度や破壊の影響度を考慮するための係数，

ψ：φM，φn 及び荷重側の安全余裕とは別に確保し

ておくべき安全余裕を考慮するための係数 

 

 

5．2 抵抗強度に対する係数：φM 

 強度特性値を統計データの下限値相当(平均値-2

×標準偏差)とした上で，抵抗強度に対する部分係数

φM=1.0 とした．表-5.2 に抵抗強度に対する信頼性指

標 βの試算結果を示すが，βは概ね 2～3 程度の値と

なっており，強度照査項目間でも整合性が概ね確保

されることになる． 

 

 

項目 β 

引張部材 
引張降伏 2.3 

引張強度 3.0 

圧縮部材 

全体座屈 
圧縮柱 2.5 

横倒れ座屈 2.6 

局部座屈 

自由突出板 3.1 

両縁支持板 2.6 

補剛板 2.8 

 

5．3 部材等の重要度や破壊の影響度を考慮するた

めの係数：φn 

係数φnについては，表-5.3 のとおり，各限界状態

に至るまでの挙動及びそれ以降の強度・変形特性を

考慮して安全余裕を設定した． 

 

 

部材の例 使用限界状態 終局限界状態 

引張部材 
降伏強度に対して 

≒1.0 

引張強度に対して

≒0.77(=1.7/2.2) 

圧

縮

部

材

終局強度が 
降伏に達する領域

(座屈パラメータ

小) 

降伏強度に対して 
≒1.0 

－ 

上記以外 
(座屈パラメータ

中～大) 
－ 

最大強度に対して

≒1.0～0.77 

 

 

引張部材に関しては，限界状態以降の強度特性を

考慮して，使用限界状態(降伏強度)より終局限界状

態(引張強度)に対して，道示における SM570 材の許

容応力度の安全率を基本に，両者の安全余裕を設定

した． 

圧縮部材に関しては，前述のとおり基準耐荷力曲

線の中に，安全率 1.7 とは別に安全余裕が考慮され

ている照査項目があり，必ずしも安全率が一律に設

定されているわけではない．例えば，自由突出板に

おいては，座屈パラメータに対して最大 5 程度の安

全余裕が確保されている．この安全余裕をφnで考慮

し，今後，図-5.1 に示すように基準耐荷力曲線の見

直しと合わせて，統一的なφnの設定を検討する予定

である． 

 

 

 

 

係数 安全余裕 設定方法 

φM 
材料強度，部材

耐力に応じた

安全余裕 

材料，モデル，及び幾何学的な不確実

性(材料強度の特性値からの望ましくな

い方向への変動，部材耐力の算定上の

不確実性，部材寸法のばらつきの影響

等)を考慮して設定 

φn 
限界状態に応

じた安全余裕 

部材等の終局限界状態以降の強度特性

を考慮して設定 

Ψ 

φM，φn及び荷

重側の安全余

裕とは別に確

保しておくべ

き安全余裕 

橋全体系として確保しておくべき安全

余裕や上記部分係数には含まれない不

確実要因を考慮して設定 

φn：大       小 

(安全余裕小)         (安全余裕大)
表-5.1 鋼部材における安全余裕の内訳(案) 

表-5.3 φnのイメージ 

表-5.2 抵抗側の強度特性値に対する信頼性指標 
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5．4 φM,φn及び荷重側の安全余裕とは別に確保し

ておくべき安全余裕を考慮するための係数：Ψ 

現行設計の安全余裕は過去の様々な経緯から設定

されており，大きな過不足があるとは考えにくいた

め，当面現行設計と同程度となるように設定するこ

とを基本としている．部分係数設計法書式により設

計した場合に，現行設計法と乖離が生じる場合には，

この係数により調整することも検討する．ただし，

今後，この係数により確保されている安全余裕を分

析し，さらに細分化することで，安全余裕を見直す

ことも考えられる． 

 

5．5 抵抗係数の設定例 

表-5.4 に抵抗係数φRの内訳のイメージを示す．次

期改定においては，抵抗係数について一つの係数に

集約して提示していくことを考えているが，抵抗係

数に含まれる安全余裕の意味を明確にするという観

点から，細分化して提示するという考え方もある。

抵抗係数の分割方法やそれぞれの係数の設定方法に

について引き続き検討していく予定である． 

 

6．まとめ 

本年度は，共通編に示す要求性能に対応して，鋼

部材及び鋼上部構造の照査の基準となる限界状態を

定義し，現行基準に示す照査の位置づけ，照査項目，

工学的指標を整理し明確にしたうえで，設計限界値

と設計応答値との比較による照査体系への考え方を

示した． 

また，抵抗係数の設定においては，従来より考慮

されていた安全余裕の確保を基本としつつ，鋼材料

や鋼部材の強度特性等に関する統計データを踏まえ，

信頼性設計の考え方に基づき係数の設定を行うとと

もに，考慮する安全余裕に応じた抵抗係数の内訳の

分類・整理を行い，係数設定の考え方を示した． 
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部材・限界状態・限界値の例  φM  × φn  ×  Ψ  ＝ φR 

引

張

部

材 

使用 
限界状態 

降伏強度 1.0  1.0 0.60 0.60

終局 
限界状態 

引張強度 1.0  0.77 0.60 0.45

圧

縮

部

材 

終局 
限界状態 

最大強度 
(降伏強度に

達する領域) 
1.0 1.0 0.60 0.60

最大強度 
(弾性・非弾

性座屈領域) 
1.0 

1.0 
～

0.77 
0.60

0.60
～

0.45

図-5.1 基準耐荷力曲線に対する係数φnのイメージ 

表-5.4 抵抗係数φRの内訳のイメージ 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

σ
c
r
/σ

y

座屈パラメータ

統計データ(平均値)
統計データの下限値（平均値-2×標準偏差）

非弾性座屈領域

φn＝1.0～0.78
弾性座屈領域

φn＝0.78

降伏に達する

領域

φn＝1.0

安全率※11.7 安全率1.7～2.2 安全率2.2

部材強度特性値

(基準耐荷力曲線)

ν=1.7

ν=2.2
(強度特性値)×φn

※2

※1：許容応力度法で考えた場合の安全率

※2：すりつけ方は今後調整するが，基準耐荷力

曲線の中で考慮することも考えられる
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